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１.講演概要

　・杉並区が策定を進めている「（仮称）杉並区事前復興まちづくり方針」の意義を，被災地復興研究の知
見と豊島区で地域組織・区役所・専門家・大学で取り組んできた事前復興まちづくりの経験から解説し
ます．

　1）災害復興計画策定にあたって求められること：Expedient and Deliberative ／市民 - 行政の信頼関係
　2）豊島区での事前復興計画+事前復興まちづくりの成果と到達点
　・阪神･淡路大震災以来 30年，災害復興研究／市民防災研究に取り組んできて，「よい復興」の定義は困

難（「多様な特殊解」であり，長期の時間経過の中で変化するもの，と感じています）ですが，「よい復
興計画」については，行政の事前復興計画の取組みの中で，一定の理解が広がっているように思います．

２.災害復興計画策定にあたって求められること

(1)Expedient（可及的速やかに） and Deliberative（議論を尽くして慎重に）

　・迅速性重視／被災者の理解･納得･決断を尊重する．
　・被災現場でのジレンマ．両者の間にあるのは，vsか，orか，andか．
　・学術研究としての裏付けは，2001 年 N.Y. WTCテロからの復興．David Mammen 教授，

復興の創造 9/11 からのニューヨークの価値観とアプローチ
https://www.fujipress.jp/bk0003/

　※東京都の首都直下地震後の復興計画策定スケジュール（東京都震災復興マニュアル）

　　・復興基本方針（2週間）／復興検討会議提言（1ヶ月）／復興計画（3ヶ月）
　　・都市復興基本方針（2週間）・基本計画（6ヶ月）・地域別まちづくり計画（策定まで最大 2年間）
　　・住宅復興計画（6ヶ月）．応急仮設住宅供給は含まない（住宅管理・自立支援は含む）
　　・くらしの回復について，現行では「生活再建支援計画」といった項目は無し
　　・産業復興については，産業復興計画（4ヶ月後）の表記

　　・東日本大震災時の仙台市や石巻市，また熊本地震時の熊本市の対応経緯も踏まえると，杉並区におい
ても，発災から 2週間時点で「復興本部設置」と合わせた，「区民のみなさんへ，杉並の復興に向け
て」といった区長（復興本部長）からのアピールが出されることは想定できる（仙台と熊本では約 3
週間後，石巻でも約 1ヶ月後に復興本部設置と復興基本方針公表）．

　※復興計画を待たずに先行実施する「くらしとなりわい」を中心とした再建策

　　・たとえば，避難所や仮設住宅での「みまもり・生活再建相談」や，学校と教育の再開，中小企業再建
支援策（相談と資金面の支援）など．

　　※2011 年長野県北部地震の栄村では災害公営住宅整備について，震災復興計画策定委員会で議論しつ
つも，計画策定をまたずに方針決定し工事発注へ．

Ref.市古太郎（2019）2011 年長野県北部地震，農山村集落の住家再建と空間遷移実態―長野県栄
村 2集落での発災後 5年間の集落再建特性―, 日本災害復興学会論文集，第 13号，pp.1-10
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(2)市民 - 行政の信頼関係／地域復興協議会／「創造的復興」

　1）市民 - 行政の信頼関係なくして「創造的復興」は可能か？

　　・平時とは異なる，喪失感から出発する（せざるを得ない）復興まちづくりの特質
　　・「住民のみなさんから怒られても，やるべきことがある」という行政職員の声は，その通りではある

のですが，住民 - 行政 - 民間事業所間の「不信」の関係の中で，各位が自発的に発意し，情報共有を
心がけながら，それぞれの取組みが創発し，「やってよかった」と思える復興が可能か？，復興まち
づくり調査･支援活動に従事してきた立場からは，首肯し難い問いです．

　2）復興主体論：まちづくり協議会論

　　・東京都が提唱する「地域協働復興」．また東京都（2003）の復興の定義：復興とは，震災によって大
きな変容を迫られた社会の中で，被災者が生活の変化にうまく適応するための営み（東京都, 2003
年，震災復興マニュアル＜復興プロセス編＞）

　　・協議会の役割：地域の「営み」の回復+まちづくり（みち・いえ・ひろば・しせつ・みどり）事業の
情報共有とアレンジ

　　・協議会の体制：a)発災から緊急対応期（約 1週間）の助け合いでの避難生活期で培ってきた地域住民
間の信頼関係とネットワーキングを活かす．

　　　　　　　　　  b)町内会非加入世帯や子ども・高齢者・障害者福祉を担う地域のグループ（や事業所）
への依頼と協力（協議会での公募枠設定）

３.東京都豊島区での防災まちづくりと事前復興まちづくりの成果から

(1)1980 年代にスタートした豊島区での防災まちづくり

　・池袋駅を取り囲むように広がる豊島区の木造住宅密集地域．
　・東池袋四五丁目地区（1983 年居住環境総合整備事業～），雑司ヶ谷地区（1984 年都市防災不燃化促進

事業～），上池袋地区（1991 年居住環境総合整備事業～）など，区役所が地域自治組織に働きかけ，ま
ちづくりコンサルタントが事務局支援する「まちづくり協議会」方式で，「まちづくり計画」策定と計画
事業促進の取り組み（まちづくりニュース発行と意見交換会など）を展開．

　・東池袋三・四丁目（元の巣鴨プリズン）の再開発事業（サンシャインシティ，アエルシティ）および防
災公園整備（イケサンパーク，関連する南池袋公園，中池袋公園）

　・木造住宅密集地域における街区 - 地区公園整備（上池袋さくら公園，南長崎はらっぱ公園，雑司ヶ谷公
園）

(2)豊島区での事前復興まちづくりの展開（2009 年度～）

　・2009 年度の上池袋地区をスタートに，2019 年度の東池袋四五地区まで，全 8地区で「震災復興まちづ
くり訓練」を実施．2020, 2021 年度はコロナ禍で中断中．

　・対象は池袋駅をぐるっと取り囲むように広がる「木造住宅密集地域」．
　・東池袋や雑司ヶ谷など，多くの地区で「防災まちづくり」が 1980 年代中頃から取り組まれてきた経緯

をもつ
　・「復興方針職員 Project チーム」を設置し 4回の訓練と並行して Project 会議をもつ．
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池袋駅

木造住宅密集地域
整備地域(東京都防災都市づくり推進計画)
重点整備地域(東京都防災都市づくり推進計画)
特定整備路線(東京都 不燃化10年Project)
震災復興まちづくり訓練実施地区

2009上池袋

2012池袋本町

2013雑司ヶ谷霊園南

2019東池袋四五

2017南長崎一二三

2018南長崎四五六

2015長崎一二三

2016長崎四五六

500   250    0             500m

500 0 500250 m

表 1  訓練各地区の地域および参加者特性と <訓練用 >復興まちづくり方針目標，地域主体の復興「営み」アイディア
地区名と面積 防災まちづくり事業 復興訓練の地元参加者

2009 年

上池袋
35.7ha

91-●  居住環境総合整備事業
14-●  不燃化特区
17-●   都市防災不燃化促進事業

・自治町会（5組織）
・地区外からの公募区民
・

2012 年

池袋本町
63.8ha

05-14 防災生活圏促進事業
14-●  不燃化特区
15-●  居住環境総合整備事業
16-●  都市防災不燃化促進事業

・自治町会（8組織）
・商店街
・まちづくり協議会

2014 年

雑司ヶ谷
31.2ha

84-03 都市防災不燃化促進事業
15-●  不燃化特区
16-●  居住環境総合整備事業
17-●  防災不燃化促進事業

・自治町会（4組織）
・まちづくり協議会
・公園地元管理組織
・地元大学研究室

2015 年

長崎 123
39.1ha

14-●  不燃化特区
16-●  都市防災不燃化促進事業

・自治町会（3組織）
・商店街
・区民ひろば SCW
・小中学校 PTA

2016 年

長崎 456
43.2ha

14-●  不燃化特区
16-●  都市防災不燃化促進事業
17-●  居住環境総合整備事業

・自治町会（3組織）
・商店街
・小中学校 PTA
・高齢福祉，児童施設スタッフ
・区民ひろば SCW

2017 年

南長崎123
37.7ha

96-06 居住環境総合整備事業
14-●  不燃化特区
17-●  都市防災不燃化促進事業

・自治町会（3組織）
・区民ひろば SCW

2018 年

南長崎456
43.8ha

14-●  不燃化特区
17-●  都市防災不燃化促進事業

・自治町会（3組織）
・区民ひろば SCW

2019 年

東池袋 45
20.5ha

83-●  居住環境総合整備事業
12-●  不燃化特区先行指定
14-●  都市再生緊急整備地域

・自治町会（6組織）

数字は事業開始年と完了年を
また●は事業継続中を表す

豊島区における事前復興対策と復興まちづくり訓練の経緯

・震災復興まちづくり訓練を継続的に実施  
・全地区木造住宅密集地域に判定され/東京都の防災都市づくり
推進計画の重点整備地域となっている． 
・防災まちづくり計画が行政発意型で策定，事業実施
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(3)豊島 8地区の復興訓練成果：＜事前＞復興まちづくり計画

　・訓練目的：＜事前＞復興まちづくり計画を作成編集すること（全 4回程度のワークショップを通して）
　・豊島 8地区の <事前 >復興まちづくり計画で共通する 3つの計画の柱
　　1）空間計画としての復興まちづくり方針
　　2）時限的市街地の空間デザイン提案と運営プログラム
　　3）地域主体のくらしとまちの営み方針

(4)豊島区東池袋（2019）復興まちづくり方針の意味 -修復型をベースに都市再生事業を取り込む

  1)市街地特性：関東大震災後の木密市街地化と戦後防災まちづくりのトップリーダー

　・池袋駅東口から直線距離で 800m．サンシャインシティの二街区先．
　・IkeSunPark が 2020/12 月に開園．元は大蔵省造幣廠．
　・1986 年東池袋四･五丁目まちづくり協議会が「まちづくり計画」を策定（「防災」とは入っていない）
　・2020 年度末で，防災広場 13箇所，コミュニティ住宅 1棟，防災生活道路 249m，建て替え助成 196

戸（豊島区居住環境総合整備事業評価委員会報告書, 2021/3 月）
　・2012 年に不燃化特区，2014 年に都市再生緊急整備地域に指定．池袋駅の開発ポテンシャルを受けて，

都市計画道路 81号線整備と市街地再開発事業を施行（東京都の木密重点整備地区として唯一の事例）．

  2)東池袋での復興まちづくり訓練

　・第 1回(06/08)まちを歩いて被害をイメージする（まち点検，マップづくり）
　・第 2回(08/24)被災後の住まいや生活を確保する（復興問題トレーニング）
　・第 3回(10/05)復興まちづくり方針を検討する（模擬説明会+復興屋台村）
　・第 4回(11/30)まとめの会（グループトーク）
　※第 1回の前に「ガイダンス」として阪神復興まちづくりの学習会（神戸市野田北部の河合さんを講師

に）を開催．

  3)事前復興まちづくりの取組みとそのインパクト

　・「みち・いえ・ひろば」改善の修復型思考を継承しつつも，焼失地を中心に，土地区画整理事業と市街
地再開発事業を提案．現道拡幅を基本とした幅員 6mの防災生活道路

　・商店街再生ゾーン：店舗が住宅に変容しつつも，日之出商店街を歩行者優先道路と位置づけ，再生して
いく．

　・既存の「辻ひろば」を集約した公園・広場の整備
　・低コストの平常時利用から非常時の「みんなのひろば」
　※木密ジェントリフィケーションと修復型まちづくりの脱構築!?

Ref.市古太郎(2021)修復型だけで脱却できない木密 -豊島区東池袋四･五丁目地区 -，都心周縁コミュニティの再生術，学芸出版社
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(5)【豊島区南長崎】時限的市街地デザインワークと防災街区公園

  1)市街地特性：環六（山手通り）沿道市街地

　・1915 年西武池袋線開業．関東大震災を経て，1924 年に椎名町駅開業
　・1930 年代に耕地整理事業．アーティストが住みつき「池袋モンパルナス」とか「アトリエ村」と呼ば

れる．戦後は「トキワ荘」
　・1994 年から木密まちづくり開始．阪神･淡路大震災後から木密事業導入．
　・「南長崎はらっぱ公園」．1999 年から地域住民が会をつくってまちづくり提案．2010 年 7月にオープ

ン．「南長崎はらっぱ公園を育てる会」．夏の花火大会では親子連れで大賑わい．地域の防災まちづくり
活動で育ててきた防災公園．面積 0.57ha．マンホールトイレ，ビオトープ．

  2)事前復興まちづくりの取組みとそのインパクト

　・南長崎はらっぱ公園と時限的市街地のデザイン：近隣の救援センター（南長崎スポーツ公園）と連携し
つつ，直後の避難生活空間（テント村）および，まちの復興拠点としての時限的市街地プログラム

　・南長崎地域で障がい者の地域自立支援に取り組む「NPOゆきわりそう」との連携．障がいを持つ人や
お年寄りが、地域で安心して暮らしていくために必要な支援のシステムづくりをめざす（1987 年開設）

(6)豊島区（2026）都市づくりビジョン「事前復興のビジョン」を掲載

　・豊島区は，区内 6地区での震災復興まちづくり訓練の成果として，下記の豊島区「事前復興ビジョン」
を公表．杉並区でも今後，杉並の豊かな場所性を考慮した「ビジョン」形成に，地域スケールでの事前
復興まちづくりを通して，取り組んでいくことも大事な方向性だと思います．
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南長崎はらっぱ公園の時限的市街地利用について
2018/11/17 首都大学東京 市古研究室
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表 6　時限的市街地に関する復興訓練成果
訓練内容 地区の時限的市街地提案

と地域資源特性 訓練時の成果図・写真探
索
方
針
住
宅
拠
点

上池袋 ◎ ○ ○ ̶

<復旧期のさくら公園>

・4町会で連携して日常時活
用と維持管理してきた公園
・アクセス道路条件は悪いが
図書館分館も隣接
・焼失地の可能性も議論

池袋
本町 ◎ ○ ○ ̶

<避難生活期以降の小中
    学校と私たちのまち>
・2小学校 1中学校を連携し
ての建替え事業計画が進行中
・子どものための災害後空地
確保の必要性も共有

雑司
ヶ谷
霊園南

̶ ○ ◎ ◎

<地域の生活復興拠点>

・学校統廃合で防災公園整備
予定地となった旧学校敷地ま
ちの復興本部拠点に
・地域内に小学校がない (=
避難拠点がない )．

長崎
123 ̶ ○ ○ ○

<地域内仮設用地確保の   
    可能性 >
・地区中心に長崎小．学校隣
接の空地と合わせて．
・小さくとも復興拠点を地区
内に確保したい．

長崎
456 ̶ ○ ○ ̶

<復興交流拠点と仮設商
   店街 >
・元気な駅前商店街
・小中学校敷地でのスタディ
・3階建設仮設住宅
・復興方針図組込

南長崎
123 ̶ ○ ○ ◎

<椎名町公園の発災から
   の機能遷移 >
・駅前からすぐの公園は大事
な活動拠点．時限的市街地に
適切な用地がない
・南長崎 456 地区と連携確保

南長崎
456 ̶ ◎ ◎ ◎

<はらっぱ公園の震災時
   シークエンス >
・まちづくりとして確保整備
してきた公園の発災直後から
の利用デザイン
・復興方針図組込

東池袋
45 ○ ◎ ○ ○

<まちづくり用地の活用
・まちづくり用地を時限的市
街地に．そのための事前から
の低密度な日常時利用提案
・復興方針図組込

　　訓練内容欄：◎ : 複数のテーブルで検討，̶: 未実施
　　　　　　　　○ : 全体説明・応答 +単一テーブルで検討

時限Q1: 面積と平常時用途 (校庭か駐車場かなど )を 条件として，それぞれの空

時限Q2:「時限的市街地」という考え方について理解 が深まった .

時限Q3: 課題はありそうだが，住まいとまちの再建において，時限的市街地は 

時限Q4:( 民地も含め )復興に利用できる空地は十分あるでしょうか

非常時のひろば活用

仮設住宅用地
みんなが集まる場
テント・コンテナ活用

                                2019.Nov
首都大学東京　市古研究室

日常時のひろば活用

子供の遊び場
ドッグラン
ストリートスポーツ等
低コストの面的施設

継続利用
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